






































Administrative Science Quarterly（A.S.Q.）、Academy of Management Journal（A.M.J.）、Academy of
Management Review（A.M.R.）、そしてイギリスを含むヨーロッパを代表するものとして、



















A.W., 1954）、ブラウ（Blau, P.M., 1955）、リプセット＝トロウ＝コールマン（Lipset, S.M.,Trow,
M.A., & Coleman, J.S., 1956）、シルズ（Sills, E.A., 1957）、ハリソン（Harrison, J.E., 1959）、そして





生態学（population ecology）（Hannan,M.T., & Freeman,J.H.,1977）が登場した。やがてこの社会・文
化的システム・モデルに基づく社会学的分析はアメリカにおいて主流となる3）。
　80年代に入ると、行動主義、ネオ・マルクス主義、民族社会学的方法論あるいは象徴主義といっ
































ジェ学派である。クロジェ（Crozier, M.）は、名著『官僚制的現象』（Le Phénomène bureaucratique,
経営論集　第51号（2000年３月）300
Paris: Éditions du Seuil, 1962.）を執筆後、パリの組織社会学センターの理事になり、彼は、数多く

























かけて、簡単な組織社会学分野についての入門書（Pfeffer, 1976; Turk, 1978; Endruweit, 1981）や、
コンティンジェンシー・アプローチやアストン研究に関する著作が出版されたに過ぎなかった














ど）が論文を発表している。またキーザー＝クビチェック（Kisser, A., &  Kubichek, H., 1983）は、




































































































　オルドリッチ（Aldrich, H.）は、1978年から1986年にかけて、アメリカの Administration Science
Quarterly、Academy of Management Journal、Review と、イギリスやヨーロッパの Organization
Studies、Journal of Management Studies を対象に、そこに掲載されたベンソン（Benson）、バレル＝






















出典国 アメリカ1 イギリス2 ドイツ3 フランス4 オランダ5
北アメリカ 90.8 54.5 43.3 26 44.5
イギリス  4.9 36.5  8.8  9.4 13.1
ドイツ  2  0.4 43.9 11.5  6.7
フランス  1  1.3  0.8 51  5.8
オランダ  0.7  1.3  0.4  0 28.2
その他  0.6  3.9  0.9  1  1.7
不明  0  2.1  1.9  1  0
――― ――― ――― ――― ―――
合計 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
Ｎ＝ 606 233 742  96 571




資料出所：Lammers,C.J., ‘Sociology of Organizations around the Globe. Simillarities and Differences between

















ソンズ（Parsons, T.）、セルズニック（Selznick, P.）、ブラウ（Blau, P.M.）、ベンディクス（Bendix,
R.）、グルドナー（Gouldner, A.W.）、エツィオーニ（Etzioni, A.）、スティンチクーム（Stinchcombe,




















































Pfeffer and Salancik (1978)
DiMaggio and Powell (1983)
Hannan and Freeman (1977)
Hannan and Freeman (1989)
Aldrich (1979)
Barnett and Carroll (1987)
Cyert and March (1963)
Hannan and Freeman (1984)





March and Simon (1958)
Meyer and Rowan (1977)
Nelson and Winter (1982)
Stinchcombe (1965)




Peters and Waterman (1982)
Smircich (1983)
Burrell and Morgan (1979)
Burns and Stalker (1961)
Chandler (1962)
Clegg (1989)




Berger and Luckmann (1966)
Chandler (1977)
Child (1972)
Clegg and Dunkerley (1980)
March and Simon (1958)
Pettigrew (1979)













































































































































































































































　第１は、社会学者のハナン＝フリーマン（Hannan, M.T., & Freeman, J., 1977,1984,1989）の個体群
生態学モデルが１つの核となり、バーネット＝キャロル（Barnett & Carroll, G.R.,1987）の組織の生
態学モデルと結びつく研究群である。
　第２は、オープン・システム観にもとづく組織と環境の関係の新しい説明枠組みとして資源依存
パースペクティブを展開するプフェファー＝サランシック（Pfeffer,J., & Salancik, G.R.,1978）、不確
実な課業環境と組織構造のあり方を体系的に関連づけたトンプソン（Thompson, J.D.,1967）、そし


















　第２は、モーガン（1986）やピータース＝ウォーターマン（Peters, T., & Waterman, R.,Jr.,1982）
といった組織文化や文化的な視点から組織にアプローチする研究群である。この組織文化論はイギ
リスをはじめ至るところに影響を与えている。















































































































































































(Pugh & Aston Group













*『組織とは何か』（Writers on Organization）の１～５版（Pugh, Hickson, & Hinings, 1964, 1971, 1983; Pugh and Hickson, 1989, 1996）の１つ以上に著作概要が選ばれた著者名。
　　　内の著者はすべての版に掲載。
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